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事 業 の 概 要 
担当課： 河川課 

事 業 名 安全な川づく り 事業 事 業 主 体  栃木県 

事 業 箇 所 
一級河川巴波川

う ず ま が わ

 

小山
お や ま

市下
し も

河原田
か わ ら だ

地先～栃木
と ち ぎ

市沼和田町
ぬ ま わ だ ち ょ う

地先 

事業の目的、事業発案の経緯・ 背景  

 一級河川巴波川は、 栃木市西方町本城地先の思川小倉堰の分水を 源と し て栃木市及び小山市を 流下

し 渡良瀬遊水地に合流する流域面積A =2 1 8 km 2 、 管理延長L=1 6 .3 km の河川である。  

 巴波川では、昭和７ 年から 河川改修事業に着手し 、こ れまでに当該区間を 含む県管理区間下流端から

Ｊ Ｒ 両毛線鉄道橋までの区間における築堤・ 河道掘削等の整備が完了し ている。 また、 昭和6 3 年から

（ 一） 栃木環状線蟹田橋から 一級河川上流端までの区間において河道掘削や調節池等の整備を 進めて

いると こ ろ である。  

し かし 、 栃木市の中心市街地において、 平成2 7 年関東・ 東北豪雨で浸水面積1 7 1 h a、 床上浸水7 3 2

戸、 床下浸水9 8 8 戸、 令和元年東日本台風で浸水面積2 1 8 h a、 床上浸水1 ,2 1 7 戸、 床下浸水9 9 6 戸に

及ぶ大規模な浸水被害が生じ た。  

そこ で、 国道5 0 号新巴波川橋から 荒川合流点までの区間で浸水被害の軽減を 図るため、（ 主） 栃木・

小山線平成橋より 上流は地下捷水路、 下流は河道掘削等の整備をするこ と と し た。  

こ のう ち、 平成橋上流の区間は、 資産が集中し 極めて整備が急がれるこ と から 、 令和2 年度より 河川

激甚災害対策特別緊急事業にて先行着手し ている。平成橋下流の当該区間についても 事業に着手し 、両

区間を一体的に整備するこ と により 、 栃木市街地の浸水被害の軽減を 図るも のである。  

事 業 内 容  

【 計画の基本スタ ンス】  

・ 過去の整備により 必要な用地が取得済であるこ と から 、現状の川幅内での河道掘削や現河川の法線を

生かし た築堤によ り 流下能力の増大を 図る。  

・ 多自然川づく り による整備を基本と し 、 生物の生息・ 生育・ 繁殖環境の保全や景観に配慮する。  

・ 延長： 9 ,2 0 0 ｍ 

・ 計画規模： １ /3 0 （ 概ね3 0 年に一度の割合で発生する洪水流量を 目標にする 。）  

・ 河道計画流量： 2 2 0 m 3 /ｓ （ 新巴波川橋～愛宕橋）、 1 5 0 m 3 /ｓ （ 愛宕橋～平成橋）  

・ 計画河床勾配： 1 /4 3 0 ～1 /7 0 0  

・ 整備内容： 築堤7 ,0 0 0 m 3 、 掘削6 0 ,0 0 0 m 3 、 護岸工2 ,5 0 0 m 2 、 橋梁2 橋、 堰４ 基、 排水樋管２ 基 

事業予定 

期  間 

令和4 年度～令和1 3 年度 

事業見込

額 

及び内訳 

総事業費  約2 2 億円 

測量・ 詳細設計： 令和4 年度～ 

用地調査・ 取得： 令和4 年度～ 

工事実施   ： 令和４ ～1 3 年度 

 

事業費 

内 訳 

測量設計費：  約  ３ 億円 

用地補償費：  約  １ 億円 

工 事 費：  約 1 8 億円 

財 源 

内 訳 

国 費 ：  ５ ０ ％ 

県 費 ：  ５ ０ ％ 

事業概要図  別紙記載 

県計画への位置付け  

・「 一級河川利根川水系 巴波川圏域河川整備計画（ 第３ 回変更）」（ 令和３ 年4 月公表） に位置付けてい

る。  

他計画・ 他事業と の関連  

・「 利根川水系巴波川 河川激甚災害対策特別緊急事業」： 本計画区間上流の栃木市街地において地下捷

水路の整備を 実施し ている。  
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事 業 の 概 要  

評 
 
 

価 
 
 

の 
 
 

視 
 
 

点 

1. 事業の必要性 
・ 近年の度重なる大規模な浸水被害を 踏まえ、早期に治水安全度の向上を 図

る必要がある。  

2. 事業の適時性 

（ 今、 事業に着手する 理由等）  

・ 本河川では、 平成2 7 年関東・ 東北豪雨（ 浸水面積1 7 1 h a、 床上浸水7 3 2

戸、 床下浸水9 8 8 戸）、 令和元年東日本台風（ 浸水面積2 1 8 h a 、 床上浸水

1 ,2 1 7 戸、床下浸水9 9 6 戸） により 直近５ ヶ 年に２ 回浸水被害が生じ てお

り 、 国道5 0 号新巴波川橋から 荒川合流点まで一体的かつ早期に治水安全

度を 向上さ せる必要がある。  

こ のう ち、 大規模な浸水被害が生じ た当該区間上流は、 整備が急がれる

ため令和２ 年度から 地下捷水路整備に先行し て着手し たが、当該区間の整

備完了までは暫定的な供用と なるため、 当該区間を 早急に整備し 、 地下捷

水路を本供用さ せ、 浸水被害を 軽減さ せる 必要がある 。  

 

3. 事業の適地性 
・ 本事業の主な整備内容は現況の川幅の中での河道掘削であり 、既に事業用

地の大部分が確保済である。  

4. 事業手法の 

適切性 

（ 県が事業主体と な る 理由等）  

・ 河川法第9 条に基づき 県が管理する指定区間であり 、 河川管理者と し て県

が事業を 実施する。  

5. 事業により 予想

さ れる 効果及び影響 

 

 

○投資効果 

・ 費用便益比（ B/C）  3 .5  

 

・ 総便益（ B）  6 ９ .１ 億円 

※施設完成後5 0 年間の洪水氾濫被害の防止効果を 金銭に換算し 現在価値

化し たも のである。  

 

・ 総費用（ C）  1 9 .4 億円 

 ※建設費と 施設完成後5 0 年間の維持管理費を 現在価値化し たも のであ

る。  

 

○被害軽減効果 

・ 氾濫シ ミ ュ レ ーシ ョ ン の結果、 計画規模の洪水に対し て 浸水面積約

1 ,8 4 9 h a の被害が解消さ れる。  

6. 事業コ スト 縮減等

の可能性 

・ 建設発生土について、築堤材と し て活用するほか、公共工事間流用に努め、 

建設コ スト の縮減を図る。  

・ 主要構造物の設計にあたり 、 新技術の採用を 検討し 、 コ スト 縮減を図る。 

・ ICT施工によ る工期短縮、 生産性の向上を 図る。  

事業の対応方針( 案)  ・ 本事業については、 令和４ 年度より 着手する。  

 

・ 機能的な効果 

・ 経済的な効果 

・ 他計画、 他事業

への波及効果 

・ 環境への影響など  
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事 業 概 要 図
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【標準横断図】
計 画 流 量 Q=220m3/s及び150m3/s
現況流下能力 Q=205m3/s及び135m3/s
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【位置図】

一級河川 巴波川

栃木県 栃木市
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令和元年10月13日撮影栃木市役所 南側

① 事業予定区間 浸水状況（平成27年関東・東北豪雨）

② 中心市街地 浸水状況（令和元年東日本台風）

平成27年9月13日撮影 栃木市沼和田町
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